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第１章 計画策定にあたって 

第１節 策定の背景 

平成元年の 1.57 ショックからはじまったこれまでの尐子化対策では、「保育環境の整備」

や「子育て家庭を社会全体で支援」をするという、“子どもを生みやすい・育てやすい環境づ

くり”という、子どもを生み育てる側の視点に立った教育・保育サービスが提供されてきま

した。 

しかしながら、尐子化は急速に進行し、さらなる核家族化の進行や地域のつながりの希薄

化により祖父母や近隣の住民等から子育てに対する、支援や協力を得ることが依然として困

難な状況となっています。 

このような状況に対し、国は平成 24 年８月に「子ども・子育て関連３法」を成立させまし

た。 

平成 27 年度から本格的にスタートする子ども・子育て支援新制度は、この「子ども・子育

て関連３法」に基づき、「質の高い幼児期の学校教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業

の提供を主眼とし、幼児期の質の高い学校教育や保育、地域の子ども・子育て支援を、基礎

自治体（市町村）が実施主体となって総合的・計画的に推進することとしています。 

これに伴い、「質の高い幼児期の学校教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供」

に向けて各市町村で「市町村子ども・子育て支援事業計画」を策定することとなりました。 

白井市では、「しろい子どもプラン（白井市次世代育成支援地域行動計画）」（前期計画：平

成 17～21 年度、後期計画：平成 22～26 年度）を策定し、次世代育成支援の総合的な推進を

図ってきました。 

今後は、質の高い幼児期の学校教育・保育の提供に向け、地域ごとの特性やニーズを十分

に把握した子育て支援施策の検討が改めて重要となってきています。 

これらの状況を踏まえ本計画は、市民・地域・企業・市が協働で、市全体で子育てを支え、

「子どもの視点に立った、子どもが健やかに成長することができる社会の実現」が実現され

る社会を目指すとの考えを基本に、子どもの“育ち”を支える環境を整備し、地域社会の中

で子どもが健やかに成長していける環境を創り出すことを目的とするものです。 

 

 

                                                   
 厚生省（当時）がまとめた 1989 年の人口動態統計で、合計特殊出生率(1 人の女性が生涯に産む子供の数)が過去最低の 1.57

となったこと 
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第２節 計画の位置づけ 

１ 子ども子育て支援法に基づく計画 

本計画は、子ども子育て支援法第 61 条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」と

して策定するものです。 

 

 

 

２ 次世代育成支援対策推進法に配慮した計画 

次世代育成支援行動計画の法的根拠となる「次世代育成支援対策推進法」は平成 27年３月

までの時限立法でしたが、一般事業主行動計画の更なる推進という観点から、平成 37年３月

まで 10 年間延長することとなりました。これに伴い、同法第８条で定める「市町村行動計画」

の法的根拠が存続することとなりますが、策定は任意となります。 

そのため、本市では、可能な限り次世代育成支援行動計画の内容を本計画に引継ぎ、「次世

代育成支援対策推進法」に基づく市町村行動計画の性格を持ち合わせることとします。 

 

 

第３節 計画の期間 

本計画の期間は、平成 27 年度から平成 31 年度までの５ヵ年を期間とします。 

ただし、国や千葉県の行政施策の動向等、社会経済情勢の変化を見極めながら、必要に応

じた計画の見直しを行うこととします。 

 

平成 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 年度 
          

白井子どもプラン 

白井市次世代育成支援行動計画（後期計画） 

     

     白井子どもプラン 

白井市子ども・子育て支援事業計画 

 

子ども子育て支援法（抄） 

（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第六十一条  市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ども・

子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計

画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるものとする。 
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第２章 白井市の子ども・子育てを取り巻く現状 

第１節 白井市の概況 

白井市は千葉県北部、都心から約 30km の距離に位置しています。市の面積は 35.41 平方

km2、周囲は 34.8 km あります。 

白井市は交通の便がよく、市の中央をほぼ南北に国道 16 号が走り、県中心部と北西部を結

ぶ商工業などの動脈の拠点となっています。東西には鉄道（北総線）が横断し、都心や成田

空港、羽田空港への利便性も高くなっています。 

白井市は緑豊かな環境を持ち、梨の産地としても知られています。また、千葉ニュータウ

ンの一部として人口増加が進み、自然と都市の調和がとれた生活都市として、現在も発展し

続けています。 
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第２節 統計にみる現状 

１ 人口の推移 

（１）総人口・年齢３区分別人口の推移 

白井市の人口をみると、増加傾向にあり、平成 25 年度では 62,386 人となっています。 

年齢３区分別人口（年尐人口（15 歳未満）人口、生産年齢人口（15～64 歳）、高齢人口（65

歳以上））の割合をみると、年尐人口はほぼ横ばいに推移しており、平成 25 年度では 15.6％

となっています。 

また、生産年齢人口（15～64 歳）の割合が減尐し、高齢人口（65 歳以上）が増加いている

ことから、高齢化が徐々に進行していることがうかがえます。 

◇３区分人口の推移 

9,340 9,554 9,703 9,693 9,732

40,285 40,397 40,480 39,975 40,091

9,764 10,383 10,890 11,588 12,563

59,389 60,334 61,073 61,256 62,386

0

20,000

40,000

60,000

80,000

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

（人）

年少人口（15歳未満） 生産年齢人口（15～64歳） 高齢人口（65歳以上）  

資料：住民基本台帱 

◇年齢３区分人口の割合の推移 

15.7 15.8 15.9 15.8 15.6

67.8 67.0 66.3 65.3 64.3

16.4 17.2 17.8 18.9 20.1

0

10

20

30

40

50

60

70

80

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

（％）

年少人口（15歳未満） 生産年齢人口（15～64歳） 高齢人口（65歳以上）  

資料：住民基本台帱 
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（２）０－５歳の年齢別人口の推移 

０－５歳の年齢別人口の推移をみると、平成 22 年以降は緩やかに減尐しており、平成 25

年度では 3,729 人となっています。 

◇０－５歳の年齢別人口の推移 

576 583 554 511 485

630 648 637 605 563

612 644 683 656 632

715 659 675 679 672

715 737 669 678 694

635 736 756 664 683

3,883 4,007 3,974
3,793 3,729

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

（人）

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳
 

資料：住民基本台帱 

 

（３）６－12 歳の年齢別人口の推移 

６－12 歳の年齢別人口の推移をみると、増加傾向にあり、平成 25 年度では 4,799 人とな

っています。 

◇６－12 歳の年齢別人口の推移 

649 660 743 757 676

645 658 665 751 765

603 655 659 665 759
585 615 664 654 672
587 592 613 656 656624 590 598 613 659572 621 589 599 612

4,265 4,391 4,531 4,695 4,799

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

（人）

6歳 7歳 8歳 9歳 10歳 11歳 12歳  

資料：住民基本台帱 
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２ 人口の推計 ※今後、総合計画策定にあたって実施している推計と整合性を図ります） 

（１）総人口・３区分人口の推計 

平成 31 年度までの人口の推計をみると、今後も人口が増加し、平成 31年度では 66,372 人

となることが予測されます。 

また、年尐人口の割合は緩やか減尐し、高齢化率が増加することから、尐子高齢化が進行

していくことが考えられます。 

◇３区分人口の推計 

9,828 9,917 10,003 10,047 10,081 10,107

39,869 39,634 39,515 39,509 39,549 39,667

13,396 14,238 14,949 15,573 16,131 16,598

63,093 63,789 64,467 65,129 65,761 66,372

0

20,000

40,000

60,000

80,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

（人）

年少人口（15歳未満） 生産年齢人口（15～64歳） 高齢人口（65歳以上）  

※平成 21～平成 25 年（住民基本台帱、各年４月）の 
５年間分の人口をもとにコーホート法により推計 

◇３区分人口の割合の推計 

15.6 15.5 15.5 15.4 15.3 15.2

63.2 62.1 61.3 60.7 60.1 59.8

21.2 22.3 23.2 23.9 24.5 25.0

0

10

20

30

40

50

60

70

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

（％）

年少人口（15歳未満） 生産年齢人口（15～64歳） 高齢人口（65歳以上）  

※平成 21～平成 25 年（住民基本台帱、各年４月）の 
５年間分の人口をもとにコーホート法により推計 
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（２）０－５歳の年齢別人口の推移 

平成 31 年度までの０－５歳の人口の推計をみると、平成 29 年度までは緩やかに減尐した

のち増加し、平成 31 年度では 3,733 人となることが予測されます。 

◇０－５歳の年齢別人口の割合の推計 

541 543 546 545 543 544

536 597 599 603 601 599

584 556 619 622 625 624

655 605 576 642 644 648

684 666 616 586 653 656

703 693 676 624 594 662

3,703 3,660 3,632 3,622 3,660 3,733

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

（人）

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳  

※平成 21～平成 25 年（住民基本台帱、各年４月）の 
５年間分の人口をもとにコーホート法により推計 

 

（３）６－12 歳の年齢別人口の推移 

平成 31 年度までの６－12 歳の人口の推計をみると、平成 29 年度までは緩やかに減尐した

のち減尐し、平成 31 年度では 4,818 人となることが予測されます。 

◇６－12 歳の年齢別人口の割合の推計 

695 716 705 687 635 604

683 702 724 713 695 642

770 687 707 729 718 700

766 777 694 714 735 724

672 766 777 694 713 735

659 675 769 781 697 717

658 658 673 768 780 696

4,903 4,981 5,049 5,086 4,973 4,818

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

（人）

6歳 7歳 8歳 9歳 10歳 11歳 12歳  

※平成 21～平成 25 年（住民基本台帱、各年４月）の 
５年間分の人口をもとにコーホート法により推計 
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３ 世帯の状況 

（１）子どものいる世帯の推移 

一般世帯数の推移をみると、増加傾向にあり、平成 22 年度では 21,197 世帯となっていま

す。 

また、６歳未満世帯員のいる一般世帯、18 歳未満世帯員のいる一般世帯はともに増加して

おり、一般世帯全体に占める割合は千葉県を上回っています。 

◇一般世帯数、６歳未満世帯員のいる一般世帯、18 歳未満世帯員の推計 

15,308
17,645

21,197

2,069 2,267 2,994
5,993 5,818 6,709

13.5 12.8 14.1

39.1

33.0 31.6

11.7 10.9 9.5

28.6
25.8

23.3

0

10

20

30

40

50

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成12年度 平成17年度 平成22年度

（％）（世帯）

一般世帯数 ６歳未満世帯員のいる一般世帯数

18歳未満世帯員のいる一般世帯数 ６歳未満世帯員のいる一般世帯数の割合

18歳未満世帯員のいる一般世帯数の割合 ６歳未満世帯員のいる一般世帯数の割合（千葉県）

18歳未満世帯員のいる一般世帯数の割合（千葉県）  
資料：国勢調査 

 

 

４ 結婚・出産等 

（１）婚姻率の推移 

婚姻率の推移をみると、減尐傾向にあり、平成 23 年で 3.3‰と、全国、千葉県を下回って

います。 

◇婚姻率の推移 

4.4 4.4 4.1 

3.3 

6.0 5.9 5.6 

4.3 

5.8 5.6 5.5 

5.2 

0

1

2

3

4

5

6

7

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

（‰）

白井市 千葉県 全国

資料：指標で知る千葉県 
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（２）出生数の推移 

出生数の推移をみると、増減を繰り返しながら減尐しており、平成 24 年では 1.27‰と国、

千葉県を下回っています。 

◇出生数の推移 

1.37 

1.43 

1.35 1.38 

1.27 1.29 
1.31 

1.34 

1.31 

1.31 
1.37 

1.37 
1.39 1.39 

1.41 

1.2

1.3

1.4

1.5

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

（‰）

白井市 千葉県 国  

資料：指標で知る千葉県 

 

５ 就労状況 

（１）女性の就業率の推移 

女性の就業率をみると、結婚・出産・子育て期に仕事を中断することによって 30 歳代で落

込む「Ｍ字カーブ」を形成しています。平成 22 年は平成 17 年と比較して、ほぼ同様の落ち

込みの程度となっていますが、千葉県に比べて落ち込みがやや深くなっています。 

◇女性の就業率の推移 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳

（％）

平成17年 平成22年 千葉県（平成22年）  

資料：国勢調査 
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６ 幼稚園・保育園等の状況 

（１）年齢ごとの保育園入所者数の推移 

保育園入所者数の推移をみると、平成 23 年までは増加傾向にあり、平成 24 年では横ばい

に推移し、803 人となっています。 

◇保育園入所者数の推移 

187 233 239
326 298

114
130 148

164 179227
279 304

327 326528
642

691
817 803

5

6

8 8 8

0

3

6

9

0

400

800

1,200

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

（園）（人）

０～２歳 ３歳 ４・５歳 施設数  

資料：学校基本調査 

 

 

（２）年齢ごとの幼稚園入園数の推移 

幼稚園入園数の推移をみると、平成 21 年以降減尐傾向にあり、平成 24 年では 1,263 人と

なっています。 

◇幼稚園入園数の推移 

397 429 364 380 398

455 494 502 433 442

441
469 500 510 423

1,293
1,392 1,366 1,323 1,263

6 6 6 6 6

0

1

2

3

4

5

6

7

0

500

1,000

1,500

2,000

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

（園）（人）

３歳 ４歳 ５歳 園数
 

資料：学校基本調査 
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７ 主な子育て支援サービス事業の状況 

次世代育成支援行動計画で公表している主な保育サービスの実績 

 

（１）地域子育て支援拠点事業／一時預かり 

（２）乳児家庭全戸訪問事業・養育支援訪問事業 

（３）その他要支援児童、要保護児童等の支援に関する事業 

（４）ファミリー・サポート・センター事業 

（５）子育て短期支援事業 

（６）延長保育事業 

（７）病児・病後児保育事業 

（８）放課後児童クラブ（学童保育） 

（９）妊娠中からの支援状況（母子健康手帳の交付、妊婦健康診査等） 

（10）児童発達支援等 

（11）児童館 

（12）児童家庭相談室 
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第３節 アンケート調査結果の概要 

１ 調査の目的 

本調査は、平成 26 年度に「白井市子ども・子育て支援事業計画」を策定するにあたっての

基礎資料を得るため、子育てをしている市民の子ども・子育てに関する生活実態、教育・保

育事業の利用状況や利用意向、その他子育て施策全般に係るご意見、ご要望を把握すること

を目的として実施しました。 

 

 

２ 実施概要 

 １．就学前児童調査 ２．小学校児童調査 

（１）調査対象者 市内在住の就学前の児童の保護者 市内在住の小学校の児童の保護者 

（２）調査対象者数 2,000 件 1,000 件 

（３）調査方法 郵送配布・郵送回収 

（４）調査実施期間 平成 25 年 11 月 7 日（金）～11 月 25 日（月） 

 

 

３ 回収結果 

調査名 発送数 回収数 回収率 

１．就学前児童調査 2,000 件 1,205 件 60.3％ 

２．小学校児童調査 1,000 件 541 件 54.1％ 

合 計 3,000 件 3,047 件 58.2％ 
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４ 結果概要 

（１）子育てについて 

子育てを主に行っている方は、就学前児童、就学児童ともに、「父母ともに」と「主に母親」

がいずれも概ね半数と多くなっています。 

◇主に子育てを行っている人 

51.0

51.0 

46.0

43.1 

0.3

0.9 

0.4

0.9 

0.4

0.7 

1.8

3.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（n=1,205）

就学児童

（n=541）

父母ともに 主に母親 主に父親
主に祖父母 その他 不明・無回答

 
 

定住意向については、就学前児童、就学児童ともに「暮らしたい」が約８割と大半を占め

ています。 

◇定住意向 

80.3

77.4 

1.4

0.4 

15.2

16.1 

3.1

6.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（n=1,205）

就学児童

（n=541）

暮らしたい
別の場所で暮らしても、いずれ白井市に戻ってきたい
別の場所で暮らしたい
不明・無回答
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子育てをする上での相談相手や相談場所の有無については、就学前児童、就学児童ともに

「いる／ある」が９割半ばと大半を占めています。 

◇気軽の相談できる人の有無 

94.4

87.8 

4.1

10.2 

1.5

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（n=1,205）

就学児童

（n=541）

いる／ある いない／ない 不明・無回答
 

 

子育てに関する相談先についてみると、就学前児童では、「子どもの祖父母等の親族」が

81.2％で最も高く、次いで「友人や知人」が 72.6％となっています。就学児童では、「友人

や知人」が 80.6％と最も多く、次いで「子どもの祖父母等の親族」が 75.3％となっています。 

◇子育てに関する相談先 

81.2

75.3

30.1

8.3

4.1

17.7

16.2

2.8

2.6

0.1

10.2

1.1

2.8

0.1

72.6 

80.6 

29.9 

0.8 

24.0 

1.3 

1.1 

0.0 

8.0 

1.5 

1.9 

0.4 

0 20 40 60 80 100

子どもの祖父母等の親族

友人や知人

近所の人

子育て支援センター

健康課（保健福祉センター）

保育園

幼稚園

認定こども園

学校

教育センター室

児童館

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

家庭児童相談室（保健福祉センター）

その他

不明・無回答

就学前児童（n=1,138）

就学児童（n=475）

(%)

選択肢なし

選択肢なし

選択肢なし

選択肢なし

選択肢なし

選択肢なし
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子育てに関して日常悩んだり気になることについては、就学前児童では、「子どもを叱りす

ぎているような気がすること」が３割半ばと最も多く、次いで「病気や発育・発達に関する

こと」、「食事や栄養に関すること」となっています。また、就学児童では、「子どもの教育に

関すること」が３割半ばと最も多く、次いで「子どもを叱りすぎているような気がすること」、

「友だちづきあい（いじめ等を含む）に関すること」となっています。 

◇子育てに関して日常悩んだり気になること 

33.1

32.4

7.0

12.2

18.8

3.8

25.5

28.4

19.5

3.0

11.4

6.1

5.0

9.0

35.9

20.7

5.9

5.6

12.6

1.0

21.6 

22.6 

10.9 

20.1 

2.8 

13.5 

37.5 

26.8 

3.3 

8.1 

7.9 

3.7 

7.9 

29.6 

12.0 

3.9 

6.5 

14.0 

7.2 

0 10 20 30 40

病気や発育・発達に関すること

食事や栄養に関すること

育児の方法がよくわからないこと

子どもとの接し方に自信が持てないこと

子どもとの時間を十分とれないこと

話し相手や相談相手がいないこと

仕事や自分のやりたいことが十分できないこと

子どもの教育に関すること

友だちづきあい（いじめ等を含む）に関すること

登園拒否、不登校などの問題について

子育てに関しての配偶者・パートナーの協力が少ない

こと

配偶者・パートナーと子育てに関して意見が合わない

こと

自分の子育てについて、親族・近隣の人・職場などま

わりの見る目が気になること

配偶者・パートナー以外に子育てを手伝ってくれる人

がいないこと

子どもを叱りすぎているような気がすること

子育てのストレスがたまって、子どもにあたってしまう

こと

地域の子育て支援サービスの内容や利用・申し込み

方法がよくわからないこと

その他

特にない

不明・無回答

就学前児童（n=1,205）

就学児童（n=541）

(%)  
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市に期待する子育て支援については、就学前児童では、「保育園や幼稚園にかかる費用負担

を軽減して欲しい」が 6 割半ばと最も多く、次いで「子ども連れでも出かけやすく楽しめる

場所を増やして欲しい」、「安心して子どもが医療機関にかかれる体制を整備して欲しい」と

なっています。就学児童では、「安心して子どもが医療機関にかかれる体制を整備して欲しい」

が４割半ばと最も多く、次いで「子ども連れでも出かけやすく楽しめる場所を増やして欲し

い」、「放課後子ども教室の場所を増やして欲しい」となっています。 

◇市に期待する子育て支援 

25.7

59.7

12.3

23.2

10.7

15.4

65.1

5.2

33.6

42.2

16.1

12.4

19.2

7.1

1.8

20.9 

36.4 

12.6 

6.3 

35.5 

4.1 

19.0 

45.3 

12.9 

7.8 

17.6 

7.9 

8.1 

0 10 20 30 40 50 60 70

児童館など、親子が安心して集まれる

身近な場、イベントの機会が欲しい

子ども連れでも出かけやすく

楽しめる場所を増やして欲しい

子育てに困った時に相談したり、

情報が得られる場を作って欲しい

保育園を増やして欲しい

幼稚園を増やして欲しい

認定こども園を増やして欲しい

保育園や幼稚園にかかる費用負担を

軽減して欲しい

学童保育所を増やして欲しい

放課後子ども教室の場所を増やして欲しい

ショートステイ（児童養護施設等で一定期間、子ども

を保護する事業）を実施して欲しい

専業主婦など誰でも気軽に利用できる

保育サービスが欲しい

安心して子どもが医療機関にかかれる

体制を整備して欲しい

残業時間の短縮や休暇の取得促進など、

企業に対して職場環境の改善を働きかけて欲しい

子育てについて学べる機会を作って欲しい

地域で子どもを育てていける仕組みが欲しい

その他

不明・無回答

就学前児童（n=1,205）

就学児童（n=541）

(%)

選択肢なし

選択肢なし

選択肢なし

選択肢なし

選択肢なし

選択肢なし
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（２）就労の状況について 

母親の就労状況についてみると、就学前児童では、「以前は就労していたが、現在は就労し

ていない」が 46.6％と最も多く、次いで「パート・アルバイト等で就労しており、産休・育

休・介護休業中ではない」が 21.0％、「フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業

中ではない」が 17.3％となっています。 

就学児童では、「パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」

が 46.2％と最も多く、次いで「以前は就労していたが、現在は就労していない」が 26.2％、

「フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」が 21.3％となっています。 

◇母親の就労状況 

17.3

6.1

21.0

1.0

46.6

6.5

1.7

21.3 

0.0 

46.2 

0.0 

26.2 

3.9 

2.4 

0 10 20 30 40 50

フルタイムで就労しており、

産休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、

産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、

産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、

産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労してい

ない

これまで就労したことがない

不明・無回答

(%)

就学前児童（n=1,205）

就学児童（n=541）

 

 

父親の就労状況についてみると、就学前児童、就学児童ともに、「フルタイムで就労してお

り、育休・介護休業中ではない」が８割以上と大半を占めています。 

◇父親の就労状況 

88.3

0.1

0.2

0.0

0.8

0.2

10.4

81.3 

0.0 

0.9 

0.0 

1.1 

0.0 

16.6 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

フルタイムで就労しており、育休・介護休業

中ではない

フルタイムで就労しているが、育休・介護休

業中である

パート・アルバイト等で就労しており、育休・

介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、育

休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労してい

ない

これまで就労したことがない

不明・無回答

(%)

就学前児童（n=1,205）

就学児童（n=541）
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子どもが生まれた時の母親の育児休業取得状況についてみると、就学前児童、就学児童と

もに、「働いていなかった」が最も多く、「取得した（取得中である）」は、就学前児童で 22.7％、

就学児童で 13.9％となっています。 

◇母親の育児休業取得状況 

66.0

70.6 

22.7

13.9 

8.3

10.7 

3.1

4.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（n=1,205）

就学児童

（n=541）

働いていなかった 取得した（取得中である）

取得していない 不明・無回答  

 

子どもが生まれた時の父親の育児休業取得状況についてみると、「取得していない」が就学

前児童、就学児童ともに８割以上と大半を占めています。 

◇父親の育児休業取得状況 

1.0

0.9 

1.8

1.5 

85.8

81.9 

11.4

15.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（n=1,205）

就学児童

（n=541）

働いていなかった 取得した（取得中である）

取得していない 不明・無回答  
 

母親が育児休業取得後、職場に復帰したかについては、就学前児童、就学児童ともに、「育

児休業取得後、職場に復帰した」が最も多く、とくに就学児童では約９割となっています。 

◇母親の育児休業取得後の職場復帰 

62.3

89.3 

26.0

1.3 

9.2

2.7 

2.6

6.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（n=273）

就学児童

（n=75）

育児休業取得後、職場に復帰した 現在も育児休業中である

育児休業中に離職した 不明・無回答  
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（３）平日の定期的な教育・保育事業の利用について 

平日の定期的な教育・保育事業の利用状況については、「利用している」が 57.9％と「利

用していない」の 40.9％を上回っています。 

子どもの年齢別にみると、年齢とともに「利用している」人が増加し、3歳で 6割、4歳以

上で 9割以上が「利用している」と回答しています。 

◇平日の定期的な教育・保育のサービスの利用状況 

n=1,205 単数回答

利用している

利用していない

不明・無回答

57.9

40.9

1.2

0 10 20 30 40 50 60 70 %
 

 

上段: 

回答者

数 

下段:％ 

n 利
用
し
て
い
る 

利
用
し
て
い
な

い 不
明
・
無
回
答 

0 歳 
203 13 189 1 

100.0 6.4  93.1  0.5  

1 歳 
170 41 128 1 

100.0 24.1  75.3  0.6  

2 歳 
161 63 95 3 

100.0 39.1  59.0  1.9  

3 歳 
194 127 65 2 

100.0 65.5  33.5  1.0  

4 歳 
169 158 9 2 

100.0 93.5  5.3  1.2  

5 歳 
181 176 1 4 

100.0 97.2  0.6  2.2  

6 歳 
104 104 - - 

100.0 100.0  - - 
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定期的に利用している教育・保育事業については、「幼稚園」が 51.7％と最も多く、次いで

「認可保育所」が 35.7％、「幼稚園の預かり保育」が 10.9％となっています。 

定期的に利用している教育・保育事業の内容を子どもの年齢別にみると、0～2歳までは「認

可保育所」、3 歳以降では「幼稚園」が多くなっています。 

◇平定期的に利用している教育・保育事業 

n=698 複数回答

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

不明・無回答

51.7

10.9

35.7

8.6

0.0

3.0

0.4

0.4

0.1

0.7

3.4

0.1

0 10 20 30 40 50 60 %  

 

上段: 

回答者数 

下段:％ 

n 

幼
稚
園 

幼
稚
園
の
預
か
り
保
育 

認
可
保
育
所 

認
定
こ
ど
も
園 

家
庭
的
保
育 

事
業
所
内
保
育
施
設 

自
治
体
の
認
証
・
認
定
保

育
施
設 

そ
の
他
の
認
可
外
の
保
育

施
設 

居
宅
訪
問
型
保
育 

フ
ァ
ミ
リ
ー
・サ
ポ
ー
ト
・
セ

ン
タ
ー 

そ
の
他 

不
明
・無
回
答 

0 歳 
13 1 1 12 1 - - - - - - - - 

100.0 7.7 7.7 92.3 7.7 - - - - - - - - 

1 歳 
41 - - 31 5 - 5 - - - 1 - - 

100.0 - - 75.6 12.2 - 12.2 - - - 2.4 - - 

2 歳 
63 - - 44 8 - 6 - 1 - 1 5 - 

100.0 - - 69.8 12.7 - 9.5 - 1.6 - 1.6 7.9 - 

3 歳 
127 62 13 47 10 - 4 - 1 - 2 7 - 

100.0 48.8 10.2 37.0 7.9 - 3.1 - 0.8 - 1.6 5.5 - 

4 歳 
158 100 17 47 10 - 1 1 - - - 8 - 

100.0 63.3 10.8 29.7 6.3 - 0.6 0.6 - - - 5.1 - 

5 歳 
176 124 29 39 12 - 4 1 - - 1 2 - 

100.0 70.5 16.5 22.2 6.8 - 2.3 0.6 - - 0.6 1.1 - 

6 歳 
104 66 16 24 12 - - 1 - 1 - 2 1 

100.0 63.5 15.4 23.1 11.5 - - 1.0 - 1.0 - 1.9 1.0  
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定期的に教育・保育事業を利用している理由については、「子どもの教育や発育のため」が

64.0％と最も多く、次いで「子育て（教育を含む）をしている方が現在就労している」が 48.4％

となっています。 

◇定期的に教育・保育事業を利用している理由 

n=698 複数回答

子どもの教育や発育のため

子育て（教育を含む）をしている方が
現在就労している

子育て（教育を含む）をしている方が
就労予定がある／求職中である

子育て（教育を含む）をしている方が
家族・親族などを介護している

子育て（教育を含む）をしている方に
病気や障がいがある

子育て（教育を含む）をしている方が
学生である

その他

不明・無回答

64.0

48.4

0.9

0.4

1.3

0.3

0.6

1.9

0 10 20 30 40 50 60 70 %
 

 

定期的に教育・保育事業を利用していない理由については、「子どもがまだ小さいため」が

61.7％と最も多く、次いで「（子どもの教育や発達のため、子どもの母親か父親が就労してい

ないなどの理由で）利用する必要がない」が 41.8％、「利用したいが、保育・教育の事業に

空きがない」が 9.7％となっています。 

◇定期的に教育・保育事業を利用していない理由 

n=493 複数回答

利用したいが、保育・教育の事業に空きがない

近所の人や父母の友人・知人がみている

子どもの祖父母や親戚の人がみている

（子どもの教育や発達のため、子どもの母親か父親が就
労していないなどの理由で）利用する必要がない

不明・無回答

その他

子どもがまだ小さいため

利用したいが、事業の質や場所など、納得できる事業が
ない

利用したいが、延長・夜間等の時間帯の条件が合わない

利用したいが、経済的な理由で事業を利用できない

41.8

5.7

0.4

9.7

5.9

1.2

1.6

61.7

6.1

2.2

0 10 20 30 40 50 60 70 %  
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第４節 ヒアリング調査等からみる現状 

※別途集計中 

 

第５節 白井市における子ども・子育てを取り巻く課題 

※各種調査をとりまとめ次第作成します 
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第３章 計画の基本理念および施策の展開 

第１節 めざすまちの姿（目標） 

しろい子どもプラン（次世代育成支援地域行動計画）で定めた目標 

「 子どもが笑顔で暮らせるまち 」 

 

【参考１】白井市第４次総合計画 

 

１ 将来像：市民と築く安心で健康なまち しろい 

「白井市第 3 次総合計画」で築き上げてきた“人とまちの健康づくり（健康文化都市）”および

“住民参加”の意志を引き継ぐとともに、市民が強く望む安全で安心なまちをつくっていきます。

これを実現するためには、市民の積極的な参加・参画が不可欠であり、市民と市との協働で進めま

す。 

 

２ サブスローガン：つなげよう！人と笑顔 地域の輪 

子どもから大人まで、まちのいたるところに人が集まり、笑顔が絶えない明るいまちをイメージ

しています。 

 

施策の大綱  

安心して子育てできるまちを築く 

子どもを安心して産み育てることができる

よう、子育て環境の充実を図ります。 

また、基礎的な学力を身につけた、心と体

の健康な小中学生を育みます。 

学校施設の耐震補強などの整備を進め、学

校教育環境の充実を図ります。 

 

【参考２】しろい子どもプラン 

１ めざすまちの姿（目標） 子どもが笑顔で暮らせるまち 

将来的な尐子高齢化が見込まれる中で、この計画期間中では、宅地開発等による子どもの増加に

対応しながら、保育サービスや子育て支援を充実させるとともに、白井市において安心して子ども

を産み、育てていける環境づくりに取り組んでいきます。さらに、子どもや親自身の人間としての

成長が期待できる社会の実現をめざします。 

目標にある「笑顔」の中には、「誰もがその人なりに元気でいられること」「障害があってもなく

ても一人ひとりが大切にされていること」「子どもの夢を育むことのできる社会であること」等の

願いが込められています。 

1.子育て支援の推進［重点施策］ 

（１）子育て支援の推進 
（２）子育ての環境づくり 
（３）障がい児療育の推進 

2.児童・青尐年の健全育成 

（１）児童の健全育成の推進  
（２）青尐年の健全育成の推進 

3.学校教育の充実［重点施策］ 

（１）教育・指導内容の充実 
（２）心の教育の充実 
（３）学校施設の整備・安全対策の推進 
（４）開かれた学校づくりの推進 
（５）幼児教育の推進 
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第２節 計画の体系（案） 

 

基本理念  基本施策１ 
母子、乳児および幼児等

の健康の確保および増進 

 【事業例】 

・乳幼児相談 

・サロン、イベントの開催 

・乳幼児健診の充実や小児救急医療体

制の見直し 

等 

 

  

   

    

 基本施策２ 
地域における子育ての支

援 

 【事業例】 

・教育・保育に係る事業※ 

・地域子育て支援事業※ 

・家庭児童相談室 

・子育て情報の提供 

・地域交流の推進 

等 

  

   

    

 基本施策３ 

子どもの心身の健やか

な成長に資する教育環

境の整備 

 ・就労意識の啓発、情報発信 

・災害に強い教育施設の整備 

・確かな学力の向上 

・スポーツ・レクリエーションの環境

づくり 

等 

  

   

    

 基本施策４ 

職業生活と家庭生活と

の両立の推進 

 【事業例】 

・男性の働き方の見直しと子育て促進 

・ワーク・ライフ・バランスの推進 

 

  

   
   等 

 基本施策５ 

子どもの安全の確保 

 【事業例】 

・防災活動の推進および防災拠点施設

の整備 

・地域での防災訓練の促進 

等 

  

   

    

 基本施策６ 

要保護児童への対応等

きめ細やかな取り組み

の推進 

 【事業例】 

・家庭児童相談室 

・障がい児の立場にたった自立支援 

・母子家庭等への支援 

等 

  

   

 

※子ども・子育て支援事業計画の内容を含めて掲載し、第５章で「再掲」という形で見込量と確

保方策等について細かく記載していきます。 

 



25 

 

 

第３節 重点的取り組み 

※今後検討のうえ、決定します 

 

※現行計画に掲載されている『重点的に取り組むこと』 

①子どもの権利を守ります。 

 一人ひとりの子どもがいきいきと育つよう、子どもの権利を守ります。 

 

②小児医療の充実に向けた努力を続けます。 

 情報提供を行うなど、小児医療の充実に向けた努力を続けます。 

 

③保育サービスを充実させます。 

待機児童ゼロをめざし、家庭的保育事業など新たな事業を行います。また、多様な保育ニー

ズに合わせて、引き続き、保育サービスを充実させます。 

 

④子どもの医療費の助成範囲を拡大します。 

 子育てにかかる経済的負担を軽減するため、乳幼児以外にも対象を拡大した医療費の助成

を行います。 

 

⑤子どもが安心して過ごせる場所を確保し、充実させます。 

 乳幼児から中高生までの幅広い年齢の子どもたちが安心して過ごせる場所（児童館、公民

館など）を確保し、充実させます。 

 

⑥子育てについての悩みや不安を和らげ、ふれあいの場を提供します。 

 子育て支援センターやつどいの広場などさまざまな場所を通じて、育児の悩みや不安の相

談を行うなど、子育て仲間をつくるきっかけづくりをします。また、子育て世帯と地域住民

との交流を働きかけます。 

 

⑦親子が互いに学び、育てあえる環境づくりを支援します。 

地域での親子のふれあいや学びを通じ、親として、次代の親として、人間形成の場づくり

を支援します。 

 

⑧食育の推進を行います。 

 乳幼児期、保育園、学校といった子どものライフステージごとに、食を通じた子どもたち

の健やかな育ちを支援します。 

 



26 

 

第４章 基本施策の展開 

※施策の進捗評価等を鑑みながら今後検討 
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第５章 子ども・子育て支援事業計画 

第１節 教育・保育の提供区域の設定  

本計画では、ニーズ調査結果をもとに、国の指針に沿って５年の計画期間（平成 27年度から平

成 31 年度）における、「幼児期の学校教育・保育の量の見込み」である「量の見込み」の把握を

行っています。また、この「量の見込み」をベースに、市の現状や将来的な事業提供の見込み等

を踏まえた上で、具体的な教育・保育の提供方針としての「確保の内容」を定めます。 

国の基本指針では、上記の「量の見込み」と「確保の内容」を設定する単位として、各自治体

において「教育・保育の提供区域（以下「提供区域」）」を定めることとなっています。また提供

区域の設定に際しては、保護者や子どもが居宅より容易に移動することができ、質の高い教育・

保育及び子育て支援の提供を受けることができるよう、地理的条件、人口、交通事情その他の社

会的条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供するための施設整備の状況その他の

条件を総合的に勘案することとされています。 

本市では、ニーズ調査から算出されたニーズ量から小学校区等の複数区域を想定した場合、各

区域内におけるニーズや施設配置に差が大きく、調整が困難となることが見込まれます。一方、

提供区域を市域全体とした場合、潜在ニーズ等を加味した上でも必要量と供給量が現在の施設定

員で十分な対応が可能です。 

上記のとおり、市の将来人口の見込み、市の教育・保育施設の分布・整備状況など、市の実情

を総合的に勘案した結果、本市では、市域全域を１つの提供区域として設定することとします。 

なお、市域全体を１つの提供区域としながらも、ニーズや利用状況の変化等を見極めながら、

各地域の特性や課題に応じた適正な対応を図ります。 

 

■白井市の教育・保育施設の状況（白井市第４次総合計画後期基本計画より（P50～51 より抜粋）） 
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※数値については、今後調整し、掲載します 

第２節 教育・保育の量の見込み、提供体制の確保の内容及び

実施時期   

１ 前提となる事項 

■国の考え方 

・当該市町村に居住する子どもについて、「現在の認定こども園、幼稚園、保育所、保育ママ、

認可外保育施設等の利用状況」に、「利用希望」を踏まえて設定。 

・認定の区分(※)に加え、０歳、１－２歳、３－５歳の３区分で設定する。 

※量の見込みの設定に関して社会的流出入の動向等を勘案することも可。この場合には、そ

の積算根拠などについて透明性の確保が必要。（地方版子ども・子育て会議等における議

論など） 

※量の見込みについては、国の「算出のための手引き」を利用する（ワークシート有） 

 

■認定区分と提供施設 

認定区分 提供施設 

１号 
３－５歳、幼児期の学校教育(以下「学校教

育」という)のみ 
幼稚園、認定こども園 

２号 ３－５歳、保育の必要性あり  保育所、認定こども園 

３号 ０－２歳、保育の必要性あり  保育所、認定こども園、地域型保育事業 

 

■子育て支援の「給付」と事業の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども・子育て支援給付 

 

施設型給付 

○認定こども園 

○幼稚園 

○保育園 

 

地域型保育給付 

○小規模保育 

（定員は６人以上 19 人以下） 

○家庭的保育 

（保育者の居宅等において保育を行う。） 

○居宅訪問型保育 

（子どもの居宅において保育を行う。） 

○事業所内保育 

（事業所内の施設等において保育を行う。） 

 

児童手当 

 

地域子ども・子育て支援事業 

 

○利用者支援 ※新設 

（新制度により提供される給付・事業の中から適切

なものを選択し、円滑に利用できるよう、身近な

場所で支援を行う。） 

○地域子育て支援拠点事業 

○妊婦健診 

○乳児家庭訪問事業 

○子育て短期支援事業 

○ファミリー・サポート・センター 

○一時預かり 

○延長保育事業 

○病児・病後児保育事業 

○学童保育所 ※対象児童の拡大 

（概ね 10 歳未満の小学生→小学校６年生） 

○自費徴集に係る補足給付を行う事業 

○多様な主体が本制度に参入することを促進

するための事業 
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２ 各年度における教育・保育の量の見込み 

■教育・保育の量の見込み 

 実績 見込み 

平成25年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

保育所利用者       

幼稚園利用者       

合計       

 

 

３ 教育・保育の提供体制の確保内容及びその実施時期 

■提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

■教育・保育：「量の見込み」に対する「確保の内容」及び「実施時期」 

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 号 
（3-5 歳 

教育のみ） 

2 号 
（3-5 歳 

保育の必要

性あり） 

3 号 
（0-2 歳 

保育の必要

性あり） 

1 号 
（3-5 歳 

教育のみ） 

2 号 
（3-5 歳 

保育の必要

性あり） 

3 号 
（0-2 歳 

保育の必要

性あり） 

1 号 
（3-5 歳 

教育のみ） 

2 号 
（3-5 歳 

保育の必要

性あり） 

3 号 
（0-2 歳 

保育の必要

性あり） 

①量の見込（必要利用定員総数）          

②確保の

内容 

認定こども園、幼稚園、 

保育園（教育・保育施設） 
         

地域型保育事業          

②－①          

 

 

平成 30 年度 平成 31 年度 

 

1 号 
（3-5 歳 

教育のみ） 

2 号 
（3-5 歳 

保育の必要

性あり） 

3 号 
（0-2 歳 

保育の必要

性あり） 

1 号 
（3-5 歳 

教育のみ） 

2 号 
（3-5 歳 

保育の必要

性あり） 

3 号 
（0-2 歳 

保育の必要

性あり） 

①量の見込（必要利用定員総数）       

②確保の

内容 

認定こども園、幼稚園、 

保育園（教育・保育施設） 
      

地域型保育事業       

②－①       
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第３節 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み、提供体制

の確保の内容及び実施時期 

１ 各年度における地域子ども・子育て支援事業の量の見込み 

■地域子ども・子育て支援事業の量の見込み 

 実績 見込み 

平成25年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

時間外保育事業（延

長保育） 
      

放課後児

童健全育

成事業 

低学年       

高学年       

子育て短期支援事業       

地域子育て支援拠点

事業 
      

一時預か

り事業 

幼稚園の預

かり事業 
      

一時預かり

（ファミサポの

未 留 学時

利用含む） 

      

病児・病後児保育事

業 
      

ファミリー・サポート・ 

センター事業 

（就学児のみ） 

      

妊婦健診事業       

乳児家庭全戸訪問

事業 
      

養育支援訪問事業       

利用者支援       
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２ 地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保内容及びその実施時

期 

（１）時間外保育事業 

■提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

■時間外保育事業：「量の見込み」に対する「確保の内容」及び「実施時期」 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①量の見込      

②確保の内容      

②－①      

 

（２）放課後児童健全育成事業 

■提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

■放課後児童健全育成事業：「量の見込み」に対する「確保の内容」及び「実施時期」 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の見込 
低学年      

高学年      

②確保の内容 
低学年      

高学年      
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（３）子育て短期支援事業 

■提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

■子育て短期支援事業：「量の見込み」に対する「確保の内容」及び「実施時期」 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①量の見込      

②確保の内容      

②－①      

 

（４）地域子育て支援拠点事業 

■提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

■地域子育て支援拠点事業：「量の見込み」に対する「確保の内容」及び「実施時期」 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①量の見込      

②確保の内容      

②－①      

 

（５）一時預かり事業 

■提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

■一時預かり事業：「量の見込み」に対する「確保の内容」及び「実施時期」 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①量の見込      

②確保の内容      

②－①      
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（６）病児・病後児保育事業 

■提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

■病児・病後児保育事業：「量の見込み」に対する「確保の内容」及び「実施時期」 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①量の見込      

②確保の内容      

②－①      

 

（７）ファミリー・サポート・センター事業（就学児のみ） 

■提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

■ファミリー・サポート・センター事業：「量の見込み」に対する「確保の内容」及び「実施時期」 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①量の見込      

②確保の内容      

②－①      
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（８）妊婦健診事業 

■提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

■妊婦健診：「量の見込み」に対する「確保の内容」及び「実施時期」 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の見込      

②確保の内容 
実施人数      

実施場所      

 

（９）乳児家庭全戸訪問事業 

■提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

■乳児家庭全戸訪問事業：「量の見込み」に対する「確保の内容」及び「実施時期」 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①量の見込      

②確保の内容      

②－①      
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（10）養育支援訪問事業 

■提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

■養育支援訪問事業：「量の見込み」に対する「確保の内容」及び「実施時期」 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①量の見込      

②確保の内容      

②－①      

 

 

（11）利用者支援事業 

■提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

■利用者支援：「量の見込み」に対する「確保の内容」及び「実施時期」 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

①量の見込      

②確保の内容      
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第４節 子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び当

該教育・保育の推進に関する体制の確保の内容に関する事項 

 

■国の考え方 

・認定こども園の設置数、設置時期その他認定こども園の普及に係る考え方（認定こども園

を普及させる背景や必要性等） 

・質の高い幼児期の学校教育・保育、地域の子育て支援の役割及びその推進方策 

・幼児期の学校教育・保育と小学校教育（義務教育）との円滑な接続（保幼小連携）の取組

の推進 

・保幼小連携、０～２歳に係る取組と３～５歳に係る取組の連携 

 

（１）保育・教育、子育て支援の方向性（案） 

 

 

①施設・設備、職員の充実 

②保護者の就労・子育て支援 

③民間活力の導入 

④地域活力の導入 

⑤子育てをまちづくり・地域づくりの核に位置付ける 

 

幼保連携型施策に向けた考え方（案） 
 

本市の次代を担う子どもの保育・教育並びに保護者に対する総合的な子育て支援の方向

性は、尐子高齢化の進行や行財政改革を正面に見据え、本市のまちづくり・地域づくりの

視点に立って推進します。 

推進にあたっては、行政の施策と民間、地域の活力を相互交流させ、子どもや高齢者を

核として、協働する地域コミュニティを創造し、全市ぐるみで取り組みます。 
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第６章 計画の進行管理 

第１節 計画の推進体制 

１ 行政の取り組み 

（１）各課と連携による横断的体制の整備 

 

 

（２）各事業の進行管理 

 

 

（３）指標の設定 

 

 

２ 市民の参画 

 

 


